
（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】                  － 【負債の部】                  －

　固定資産       2,216,672,462 　固定負債       1,165,401,904

　　有形固定資産       1,992,675,645 　　地方債       1,165,401,904

　　　事業用資産       1,240,648,295 　　長期未払金                  －

　　　　土地         101,793,243 　　退職手当引当金                  －

　　　　立木竹                  － 　　損失補償等引当金                  －

　　　　建物       1,632,544,161 　　その他                  －

　　　　建物減価償却累計額       △650,502,391 　流動負債         345,514,483

　　　　工作物         272,474,100 　　1年内償還予定地方債         245,148,123

　　　　工作物減価償却累計額       △120,804,818 　　未払金                  －

　　　　船舶                  － 　　未払費用                  －

　　　　船舶減価償却累計額                  － 　　前受金                  －

　　　　浮標等                  － 　　前受収益                  －

　　　　浮標等減価償却累計額                  － 　　賞与等引当金         100,366,360

　　　　航空機                  － 　　預り金                  －

　　　　航空機減価償却累計額                  － 　　その他                  －

　　　　その他                  － 負債合計       1,510,916,387

　　　　その他減価償却累計額                  － 【純資産の部】                  －

　　　　建設仮勘定           5,144,000 　固定資産等形成分       2,546,554,462

　　　インフラ資産                  － 　余剰分（不足分）     △1,472,658,146

　　　　土地                  －

　　　　建物                  －

　　　　建物減価償却累計額                  －

　　　　工作物                  －

　　　　工作物減価償却累計額                  －

　　　　その他                  －

　　　　その他減価償却累計額                  －

　　　　建設仮勘定                  －

　　　物品       1,957,406,454

　　　物品減価償却累計額     △1,205,379,104

　　無形固定資産           5,492,943

　　　ソフトウェア           5,492,943

　　　その他                  －

　　投資その他の資産         218,503,874

　　　投資及び出資金                  －

　　　　有価証券                  －

　　　　出資金                  －

　　　　その他                  －

　　　投資損失引当金                  －

　　　長期延滞債権                  －

　　　長期貸付金                  －

　　　基金         218,503,874

　　　　減債基金                  －

　　　　その他         218,503,874

　　　その他                  －

　　　徴収不能引当金                  －

　流動資産         368,140,241

　　現金預金          38,258,241

　　未収金                  －

　　短期貸付金                  －

　　基金         329,882,000

　　　財政調整基金         329,882,000

　　　減債基金                  －

　　棚卸資産                  －

　　その他                  －

　　徴収不能引当金                  － 純資産合計       1,073,896,316

資産合計       2,584,812,703 負債及び純資産合計       2,584,812,703

一般会計等

一般会計等貸借対照表
（令和2年03月31日 現在）



一般会計等

（単位：円）

科目 金額

経常費用                  1,805,502,947

　業務費用                  1,651,808,822

　　人件費                  1,279,416,884

　　　職員給与費                  1,178,613,359

　　　賞与等引当金繰入額                    100,366,360

　　　退職手当引当金繰入額                             －

　　　その他                        437,165

　　物件費等                    364,177,882

　　　物件費                    127,522,681

　　　維持補修費                      1,545,091

　　　減価償却費                    235,110,110

　　　その他                             －

　　その他の業務費用                      8,214,056

　　　支払利息                      7,133,814

　　　徴収不能引当金繰入額                             －

　　　その他                      1,080,242

　移転費用                    153,694,125

　　補助金等                    131,069,525

　　社会保障給付                     21,790,000

　　他会計への繰出金                             －

　　その他                        834,600

経常収益                    125,054,895

　使用料及び手数料                        978,400

　その他                    124,076,495

純経常行政コスト                  1,680,448,052

臨時損失                              1

　災害復旧事業費                             －

　資産除売却損                              1

　投資損失引当金繰入額                             －

　損失補償等引当金繰入額                             －

　その他                             －

臨時利益                        555,069

　資産売却益                        555,069

　その他                             －

純行政コスト                  1,679,892,984

一般会計等行政コスト計算書
自 平成31年04月01日

至 令和2年03月31日



（単位：円）

固定資産等形成分 余剰分（不足分）

前年度末純資産残高 912,937,750 2,513,358,754 △1,600,421,004

　純行政コスト（△） △1,679,892,984 △1,679,892,984

　財源 1,840,851,550 1,840,851,550

　　税収等 1,840,851,550 1,840,851,550

　　国県等補助金 － －

　本年度差額 160,958,566 160,958,566

　固定資産等の変動（内部変動） 33,195,708 △33,195,708

　　有形固定資産等の増加 153,607,900 △153,607,900

　　有形固定資産等の減少 △235,110,112 235,110,112

　　貸付金・基金等の増加 114,697,920 △114,697,920

　　貸付金・基金等の減少 － －

　資産評価差額 － －

　無償所管換等 － －

　その他 － － －

　本年度純資産変動額 160,958,566 33,195,708 127,762,858

本年度末純資産残高 1,073,896,316 2,546,554,462 △1,472,658,146

一般会計等

一般会計等純資産変動計算書
自 平成31年04月01日

至 令和2年03月31日

科目 合計



一般会計等

（単位：円）

科目 金額

【業務活動収支】                             －

　業務支出                  1,567,526,242

　　業務費用支出                  1,413,832,117

　　　人件費支出                  1,276,550,289

　　　物件費等支出                    130,148,014

　　　支払利息支出                      7,133,814

　　　その他の支出                             －

　　移転費用支出                    153,694,125

　　　補助金等支出                    131,069,525

　　　社会保障給付支出                     21,790,000

　　　他会計への繰出支出                             －

　　　その他の支出                        834,600

　業務収入                  1,863,808,525

　　税収等収入                  1,840,851,550

　　国県等補助金収入                             －

　　使用料及び手数料収入                        978,400

　　その他の収入                     21,978,575

　臨時支出                             －

　　災害復旧事業費支出                             －

　　その他の支出                             －

　臨時収入                             －

業務活動収支                    296,282,283

【投資活動収支】                             －

　投資活動支出                    166,207,900

　　公共施設等整備費支出                    153,607,900

　　基金積立金支出                     12,600,000

　　投資及び出資金支出                             －

　　貸付金支出                             －

　　その他の支出                             －

　投資活動収入                        555,070

　　国県等補助金収入                             －

　　基金取崩収入                             －

　　貸付金元金回収収入                             －

　　資産売却収入                        555,070

　　その他の収入                             －

投資活動収支                  △165,652,830

【財務活動収支】                             －

　財務活動支出                    243,366,036

　　地方債償還支出                    243,366,036

　　その他の支出                             －

　財務活動収入                    128,000,000

　　地方債発行収入                    128,000,000

　　その他の収入                             －

財務活動収支                  △115,366,036

本年度資金収支額                     15,263,417

前年度末資金残高                     22,994,824

本年度末資金残高                     38,258,241

前年度末歳計外現金残高                             －

本年度歳計外現金増減額                             －

本年度末歳計外現金残高                             －

本年度末現金預金残高                     38,258,241

一般会計等資金収支計算書
自 平成31年04月01日

至 令和2年03月31日



①有形固定資産の明細 （単位：円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)

2,003,715,104 8,240,400 - 2,011,955,504 771,307,209 62,554,208 1,240,648,295

101,793,243 - - 101,793,243 - - 101,793,243

- - - - - - -

1,629,447,761 3,096,400 - 1,632,544,161 650,502,391 39,544,602 982,041,770

272,474,100 - - 272,474,100 120,804,818 23,009,606 151,669,282

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- 5,144,000 - 5,144,000 - - 5,144,000

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

- - - - - - -

1,823,997,954 140,585,500 7,177,000 1,957,406,454 1,205,379,104 172,200,431 752,027,350

3,827,713,058 148,825,900 7,177,000 3,969,361,958 1,976,686,313 234,754,639 1,992,675,645

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円）

- - - - - 1,240,648,295 - 1,240,648,295

- - - - - 101,793,243 - 101,793,243

- - - - - - - -

- - - - - 982,041,770 - 982,041,770

- - - - - 151,669,282 - 151,669,282

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - 5,144,000 - 5,144,000

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - - - -

- - - - - 752,027,350 - 752,027,350

- - - - - 1,992,675,645 - 1,992,675,645

　　船舶

【様式第５号】

附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

区分

 事業用資産

　  土地

　　立木竹

　　建物

　　工作物

　　建物

　　工作物

　　船舶

合計

　　浮標等

　　航空機

　　その他

　　建設仮勘定

 インフラ資産

　　土地

　　建物

　　工作物

　　その他

　　建設仮勘定

 物品

　　立木竹

総務 合計

 事業用資産

　　土地

環境衛生 産業振興区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 消防

　　浮標等

　　航空機

　　建設仮勘定

 物品

合計

　　建設仮勘定

 インフラ資産

　　土地

　　建物

　　工作物

　　その他

　　その他



④基金の明細 （単位：円）

退職手当目的基金 218,503,874 - - - 218,503,874

財政調整基金 329,882,000 - - - 329,882,000

合計 548,385,874 - - - 548,385,874 -

(参考)財産に関する
調書記載額

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上
額)



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】 1,410,550,027 245,148,123 - 146,168,027 327,470,000 800,552,000 - - - 136,360,000

　　一般公共事業 - - - - - - - - - -

　　公営住宅建設 - - - - - - - - - -

　　災害復旧 - - - - - - - - - -

　　教育・福祉施設 61,060,000 22,798,000 - - - - - - - 61,060,000

　　一般単独事業 1,348,921,901 222,161,504 - 145,599,901 327,470,000 800,552,000 - - - 75,300,000

　　その他 568,126 188,619 - 568,126 - - - - - -

【特別分】 - - - - - - - - - -

　　臨時財政対策債 - - - - - - - - - -

　　減税補てん債 - - - - - - - - - -

　　退職手当債 - - - - - - - - - -

　　その他 - - - - - - - - - -

合計 1,410,550,027 245,148,123 - 146,168,027 327,470,000 800,552,000 - - - 136,360,000

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体

金融機構
市中銀行

その他の
金融機関



②地方債（利率別）の明細 （単位：千円）

1,410,550,027 1,410,550,027 - - - - - - 0.45%

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：円）

1,410,550,027 245,148,123 263,950,741 253,497,537 185,401,579 159,630,359 302,921,688 - - -

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：円）

- 

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）

加重平均
利率

４年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

20年超

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下
2.0％超

2.5％以下
2.5％超

3.0％以下

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内

3.0％超
3.5％以下



⑤引当金の明細 （単位：円）

目的使用 その他

賞与等引当金 97,499,765 100,366,360 97,499,765 - 100,366,360

合計 97,499,765 100,366,360 97,499,765 - 100,366,360

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細 （単位：円）

区分 名称 相手先 金額 支出目的

該当なし -

計 -

退職手当組合負担金 95,889,803

派遣職員給与負担金 26,486,430

その他 8,693,292

計 131,069,525

合計 131,069,525

他団体への公共施設等整備補助
金等
(所有外資産分)

その他の補助金等



（１）財源の明細 （単位：円）

会計 区分 財源の内容 金額

地方税 -

地方交付税 -

地方譲与税 -

構成団体分担金 1,840,851,550

1,840,851,550

国庫支出金 -

県支出金 -

計 -

国庫支出金 -

県支出金 -

計 -

-

1,840,851,550

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 1,679,892,284 - - 1,544,568,567 135,323,717

有形固定資産等の増加 153,607,900 - 128,000,000 25,607,900 -

貸付金・基金等の増加 114,697,920 - - 114,697,920 -

その他 - - - - -

合計 1,948,198,104 - 128,000,000 1,684,874,387 135,323,717

（２）財源情報の明細 （単位：円）

区分 金額

内訳



（１）資金の明細 （単位：円）

種類 本年度末残高

現金 -

要求払預金 38,258,241

短期投資 -

合計 38,258,241

４．資金収支計算書の内容に関する明細
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【注記事項】 

 

1 重要な会計方針 

 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

 ア 昭和59年度以前に取得したもの････････････再調達原価 

  イ 昭和60年度以後に取得したもの 

    取得原価が判明しているもの････････････････取得原価        

 取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

 ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

⑵ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

    なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

     建物   31年～50年 

     工作物  36年～60年 

     物品   ２年～15年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当組合の見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）  

 

 ⑶ 引当金の計上基準及び算定方法 

①  退職手当引当金 

退職手当債務から兵庫県退職手当組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し

退職手当として支給された額の総額を控除した額に、同組合における積立金額の運用益のうち当

組合へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。なお、兵庫県退職手当組合積

立額が退職手当債務を上回る場合は、投資その他の資産の基金（その他）に計上しています。 

② 賞与等引当金 

    翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額

について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

⑷ 資金収支計算書における資金の範囲 

  現金（手許現金及び要求払預金） 

なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます 
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⑸ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50万円以上の場合に資産として計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

2 重要な会計方針の変更等 

 該当ありません。 

 

3 重要な後発事象 

 該当ありません。 

 

4 偶発債務 

 該当ありません。 

 

5 追加情報 

 

⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

  一般会計 

② 地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期

間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

  

⑵ 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

⑶ 資金収支計算書に係る事項 

① 既存の決算情報との関連性                       

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 2,015,358,419円 1,977,100,178円 

差額 38,258,241円 －円 

資金収支計算書 1,992,363,595円 1,977,100,178円 

収入（歳入）の差額は、地方自治法第233条第１項に基づく歳入歳出決算書では「繰越金」が含

まれるのに対し、資金収支計算書では含まれないことによるものです。 
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② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

   資金収支計算書の業務活動収支           296,282,283円 

減価償却費                   △235,110,110円 

賞与等引当金繰入額（増減額）         △2,866,595円 

退職手当引当金の積立超過（増減額）       102,097,920円 

     資産除売却損                         △1円 

    資産売却益                     555,069円 

   純資産変動計算書の本年度差額            160,958,566円 

 

 ⑷ 一時借入金の状況 

  一時借入金の借り入れはありません。なお、一時借入金の限度額は120,000,000円です。 

 

 ⑸ 重要な非資金取引 

  該当ありません。 


